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（概要） 

福島第一原子力発電所での燃料デブリ取り出し時における臨界管理技術の一環として，非溶解性中性子吸収

材を用いた臨界防止技術の開発を進めている．燃料デブリ取り出し時の腐食対策に使用される防錆剤の効果

に及ぼす非溶解性中性子吸収材適用の影響を評価することを目的に，放射線下での挙動が不明な多くの元素

を溶出する B・Gd 入ガラス材を対象に，線量率 4 kGy/h のガンマ線照射下で格納容器用炭素鋼の腐食試験

を実施した．この結果，浸漬試験では少なくとも 500 h 後も防錆剤の効果が確認されるととともに，電気化

学測定および試験を用いて B・Gd 入ガラス材からの溶出成分によってすきま腐食が進展する可能性の低い

ことがわかった．本結果は，燃料デブリ取り出し時における臨界管理技術および防食対策の開発に資すると

考える． 
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１．目的 

福島第一原子力発電所 1，2 および 3 号機の廃炉に向けて，燃料デブリを安全に取り出すため，炉内作業

時の臨界管理技術としてほう素（B），ガドリニウム（Gd）等の熱中性子吸収断面積の大きな元素を含んだ

非溶解性の固体，固化体または粘性体（非溶解性中性子吸収材）を用いた臨界防止技術を検討している 1)．

これまでに，最大 720 h の気中および水中でのガンマ線照射試験を実施し，炉内の放射線曝露環境下での，

非溶解性中性子吸収材の機能維持，構造材の健全性，および，作業の安全性への影響の観点から，候補材

を選定した 2)．続いて，非溶解性中性子吸収材を適用した場合の副次的影響の検討を進めている．これまで，

ガンマ線照射による最大照射線量 72 MGy までの溶出液水質および最大照射線量 11 MGy までの放射線分

解に伴う水素発生の特性変化トレンドを調査し，材料腐食および水素発生に及ぼす長期間放射線照射の影

響を評価することにより，構造材腐食の観点から試験液が酸性とならない候補材を選定した 3,4)．一方，燃

料デブリ取り出し時での格納容器（PCV）等の腐食対策として，防錆剤の適用を検討しており，2016 年度

のガンマ線照射条件（最高線量率 4 kGy/h）での腐食試験結果を踏まえて，溶解性中性子吸収材（五ホウ酸

ナトリウム）の濃度および適用有無に応じて防錆剤の適用水質を提示した 5-8)．溶解性中性子吸収材だけで

は未臨界を維持できない場合，または溶解性中性子吸収材を適用しない場合のいずれにおいても，非溶解

性中性子吸収材の適用を考えており，防錆剤を用いた腐食対策との適合性の評価が早急の課題である． 
本研究では，再臨界防止技術開発の一環として，非溶解性中性子吸収材候補と防錆剤を用いた腐食対策

との適合性を整理することを目的に，ガンマ線照射条件での腐食試験によって放射線照射に伴う腐食影響

を評価した．本試験で得られる知見は，燃料デブリ取り出し作業時に防錆剤を用いた腐食対策と共存でき

る臨界防止技術開発に資するものである． 
 

２．実施方法 

２．１ 実施方法の概要 

非溶解性中性子吸収材候補からの溶出成分を含み，防錆剤を添加した試験液を用いて，防錆剤の適用水質

を検討した同じ方法で，PCV 用炭素鋼 SGV480 に対する腐食試験を実施し，防錆剤の効果が維持されてい

ることを確認する．ガンマ線照射条件は線量率 4 kGy/h とし，食品照射棟第二照射室で実施した． 
 

２．２ 対象の非溶解性中性子吸収材候補および試験液 
防錆剤を用いた構造材の腐食対策では，冷却水の溶解性中性子吸収材（五ホウ酸ナトリウム）濃度（B 濃
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度）に応じて防錆剤を使い分けており，適用する防錆剤により pH 範囲が異なる．溶解性中性子吸収材だけ

では未臨界を維持できない場合，または溶解性中性子吸収材を適用しない場合，いずれにおいても，非溶解

性中性子吸収材の適用の可能性をふまえ，１）防錆剤を用いた構造材の腐食対策の水質への適合性，２）

pH や B 濃度の観点での併用可能性，両者を満たすもののうち，非溶解性中性子吸収材からの溶出成分の影

響が不明である組合せとして，希土類等を溶出する B・Gd 入ガラス材を検討対象に抽出した．80℃のイオ

ン交換水中でB・Gd入ガラス材に対して72 h溶出試験を行った際の溶出成分濃度およびpHを表1に示す．

試験液は，この溶出試験液を基に，表 2 に示すように，防錆剤を添加するととも，腐食試験の目的に応じ

て人工海水を添加した．3 種類の防錆剤適用水質それぞれにおいて，防錆剤は下限の濃度とした．水質 I お
よび II では金属酸化皮膜型，水質 III では沈殿皮膜型の防錆剤が添加されている．人工海水には八洲薬品(株)
製金属腐食試験用アクアマリンを用い，海水と同じ pH8.2 に調整した原液に対して希釈した．水質 III では，

海水成分を取り込んだ沈殿皮膜を形成するため，人工海水濃度が 1000 倍希釈よりも 10000 倍希釈条件のほ

うが腐食に対して保守的な評価になる． 
 

表 1 B・Gd 入ガラス材溶出試験液の溶出成分濃度および pH 

溶出成分濃度[mg/l] 
pH 

B Gd Ba Zn La Bi 

0.56 0.01 0.37 0.12 0.01 0.07 6.3 

 
表 2 各腐食試験の試験液（B・Gd 入ガラス材からの溶出成分を含む） 

分類 防錆剤 
腐食試験 

浸漬腐食試験 自然浸漬電位 
腐食すきま 
再不働態化電位 

定電位すき

ま腐食試験 

比較 なし 
1000 倍希釈 
人工海水 

― ― ― 

水質 I 
五ホウ酸ナトリウム 
4000 ppm 

1000 倍希釈 
人工海水 

人工海水添加

なし 
1000 倍希釈 
人工海水 

1000倍希釈 
人工海水 

水質 II 

タングステン酸ナトリウム 
5000 ppm  
+ 五ホウ酸ナトリウム 
1000 ppm 

1000 倍希釈 
人工海水 

人工海水添加

なし 
1000 倍希釈 
人工海水 

1000倍希釈 
人工海水 

水質 III 
亜鉛／炭酸ナトリウム混合
リン酸塩 4000 ppm 

10000 倍希釈 
人工海水 

― ― ― 

 
２．３ 腐食試験 
（１）浸漬腐食試験 
鋼材の均一腐食挙動を評価することを目的に，乾燥空気をバブリングした大気飽和条件で 50℃の試験液

中に試験片を 500 h 浸漬した．浸漬後の試験片表面を観察するとともに，試験片の重量を測定して浸漬前の

試験片に対する浸漬後に脱スケールした試験片の重量減少を腐食量として評価した． 
 
（２）電気化学測定および試験 
鋼材のすきま腐食進展性を評価することを目的に，表 2 の水質 I および II に示す金属酸化皮膜型防錆剤を

用いる試験液に対して，自然浸漬電位（Esp）および腐食すきま再不働態化電位（Er crev.）を測定し，測定値

に対して設定する電位で定電位すきま腐食試験を実施した．照合電極には Ag/AgCl（飽和 KCl）電極を，対

極には白金電極を使用した．試験片は，試験前に室温で試験液中に 72 h 以上浸漬して不働態化処理を施し

た後に，試験に供した． Esp測定では，大気飽和条件で 50℃の試験液中に浸漬して 168 h 経過後の電位を

Espとした．Er crev.測定および定電位腐食試験では，すきま形成治具を取り付けた試験片を用い，Ar ガスをバ

ブリングした脱気条件で 50℃の試験液中に浸漬して次のように電位を負荷した． 
Er crev.測定では，30 mV/min の動電位でアノード分極し，電流が 200 μA に到達した後 2 h 保持することに

よりすきま腐食を一旦発生させ，続いて低下した電位を基準に電位を 10 mV 下げながら定電位で 2 h 保持

中の電流の変化を測定する．再不働態化に伴い電流の上昇がみられなくなる電位を再不働態化電位とした． 
定電位腐食試験では，30 mV/min の動電位でアノード分極し，電流が 200 μA に到達した後 2 h 保持する

ことによりすきま腐食を一旦発生させ，続いて所定の定電位に 168 h 保持中の電流の変化を測定した．印加
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する定電位は試験液それぞれについて 3 水準とし，上述の電位測定結果を踏まえて，Esp＋0.05 V，および，

Er crev.±0.10 V を目安に決定した．不動態保持電流（約 20 μA）に基づき定電位保持時に電流値 10 μA を下回

る場合，進展性がないと判定した． 
 

３．結果及び考察，今後の展開等 

３．１ 浸漬腐食試験 
各試験液での腐食量を表 3 に示す．防錆剤を添加しない場合と比べて，いずれの防錆剤の適用水質も腐

食量を大きく低減させた．金属酸化皮膜型の水質 I および II では，試験後の試験片表面は金属光沢を呈し，

腐食量は 0 であった．沈殿皮膜型の水質 III では，試験後の試験片表面は防錆剤により鋼材成分を取り込ん

で形成された沈殿皮膜に覆われており，脱スケールによりわずかな腐食量が示されたのみであった．これら

のことから，均一腐食に対する防錆剤の効果に B・Gd 入ガラス材からの溶出成分の影響は確認されなかっ

た． 
 

表 3 浸漬腐食試験での腐食量（B・Gd 入ガラス材からの溶出成分を含有，線量率 4 kGy/h） 

分類 
試験液 平均腐食量 

[mg/cm2] 防錆剤 人工海水濃度 
比較 なし 1000 倍希釈 17.5 
水質 I 五ホウ酸ナトリウム 4000 ppm 1000 倍希釈 0.0 

水質 II 
タングステン酸ナトリウム 5000 ppm  
+ 五ホウ酸ナトリウム 1000 ppm 

1000 倍希釈 0.0 

水質 III 亜鉛／炭酸ナトリウム混合リン酸塩 4000 ppm 10000 倍希釈 1.4 
 
３．２ 電気化学測定および試験 
水質 I および II の試験液に対して測定した Espおよび Er crev.の測定値を， B・Gd 入ガラス材からの溶出成

分を含まない場合の電位に対する変化とともに表 4 に示す．水質 I および II の試験液いずれも，Espよりも

Er crev.のほうが高く，すきま腐食の進展が起こりにくいことが示唆された．次に B・Gd 入ガラス材からの溶

出成分を含まない試験液の測定結果と比較すると，Espが上昇し，Er crev.が低下して双方の電位が接近した．

これは，すきま腐食の進展が起こる可能性が高くなる方向であることを示している．溶出成分がこれらの変

化の要因候補であるものの，他の影響因子も踏まえて，今後検討する必要がある． 
 

表 4 電位測定結果（B・Gd 入ガラス材からの溶出成分を含有，線量率 4 kGy/h） 

分類 
試験液 Esp [V vs.SSE] Er crev. [V vs.SSE] 

防錆剤 
最高 
測定値 

溶出成分添加

による変化 
最低 
測定値 

溶出成分添加

による変化 
水質 I 五ホウ酸ナトリウム 4000 ppm 0.26 0.09 0.62 -0.21 

水質 II 
タングステン酸ナトリウム 5000 ppm  
+ 五ホウ酸ナトリウム 1000 ppm 

0.43 0.17 0.88 -0.06 

 
定電位すきま腐食試験の結果を表 5 に示す．Espおよび Er crev.の測定結果を踏まえて電位条件を設定した．

Esp最高測定値に対してすきま腐食の進展が観察される電位までの差は，水質 I の試験液では 0.46 V より大

きく，水質 II の試験液では 0.35 V より大きく 0.55 V 以下であった．経験的な Esp測定値バラツキ±0.1 V
を考慮すると，これらの電位の差は十分に大きいと考えられる．Er crev.最低測定値よりも 0.10 V 高く設定し

た電位において，すきま腐食は保持時間 168 h の間に水質 I の試験液では進展性は示さず，水質 II の試験液

では進展性を示した．このことは，Er crev.よりも高い電位において，すきま腐食が進展する可能性があるも

のの，進展性を示し始める時間が水質によって異なると解釈される． 

これらのことから，B・Gd 入ガラス材からの溶出成分により，Espと Er crev.との電位差の観点ではすきま

腐食の進展が起こる可能性が高くなる方向ではあるものの，Espに対してすきま腐食が進展する電位までの

差は十分大きいため，すきま腐食の進展が起こらない可能性が高いと考えられる． 
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表 5 定電位すきま腐食試験結果（B・Gd 入ガラス材からの溶出成分を含有，線量率 4 kGy/h） 

分類 
試験液 設定電位 

[V vs.SSE] 
すきま 
腐食進展 

電位差※ 
[V] 防錆剤 

水質 I 五ホウ酸ナトリウム 4000 ppm 
Esp+0.04 V 0.30 なし 

0.46 超 Er crev.−0.10 V 0.52 なし 
Er crev.+0.10 V 0.72 なし 

水質 II 
タングステン酸ナトリウム 5000 ppm  
+ 五ホウ酸ナトリウム 1000 ppm 

Esp+0.05 V 0.48 なし 
0.35 超， 
0.55 以下 

Er crev.−0.10 V 0.78 なし 
Er crev.+0.10 V 0.98 あり 

※Esp測定最高値に対してすきま腐食の進展が観察される電位までの差 

 

３．３ 今後の展開 

本検討を含む非溶解性中性子吸収材適用に伴う副次的影響に関する評価結果に基づき，燃料デブリ取り出

しのための工法とシステムを検討する予定である．非溶解性中性子吸収材を適用する環境と方法が具体化し，

照射に対する課題が明確になった場合に，照射下での試験検討を実施する計画である． 
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